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JUIDA 登録更新講習機関運営支援サービス利用条件 

 

 

第 1 章 総則 

 

(総則) 

第1条 この利用条件は一般社団法人日本 UAS 産業振興協議会(以下「JUIDA」とい

う)が提供する JUIDA 登録更新講習機関運営支援サービスにおいて、サービ

ス提供にあたっての条件(以下「利用条件」という)を定めたものである。 

 

(定義) 

第2条 本利用条件内で使用される用語の定義は以下の通りとする。 

「JUIDA 登録更新講習機関運営支援サービス」・・国土交通省が航空法第 132

条で定める登録更新講習機関への登録または運営を支援する事業 

「利用者」・・本サービスを利用する JUIDA 認定スクール 

「申請者」・・本サービス利用のための契約申請を行う JUIDA 認定スクール  

 

 

第 2 章 利用条件 

 

(登録更新機関への登録に必要な条件の確認) 

第3条 申請者は、本利用条件の別添１にて掲げられた、登録更新講習機関として登

録されるために必要な条件を確認し、当該条件を満たさない場合は、登録更

新講習機関に登録できないことを理解していること。ただし、別添１にて掲

げられたすべての条件を満たすことが、利用者の登録更新講習機関の登録及

び届出の完了を保証するものではないものとする。 

 

(責任者の設置) 

第4条 申請者は登録更新講習機関全体を統括し、JUIDA が指定する登録更新講習機

関としての責務を全うする為の体制を構築する任にあたる者を最低 1 名設置

すること。また、管理者および副管理者（ただし、国が定める管理者業務を

代行する場合に限る）については、国が定めるところにより JUIDA が指定す

る講習を受講させること。 

 

(講師の設置) 



第5条 JUIDA が教育を行った講師を受講生の数に対して十分に供給できること。な

お、講師の要件については、法令等に定めるところによるものとする。 

 

(事務局の設置) 

第6条 責任者の統括のもと、JUIDA との折衝、受講生の受講申込受付、講座の受講

に係る事務、問合せ対応、その他の事務にあたる管轄部署として事務局を設

置すること。 

 

(施設等) 

第7条 施設や機材については、「登録更新講習機関の講習の内容の基準等を定める告

示」及び本利用条件の別添１に定めるものとする。 

 

(書類の備付) 

第8条 書類の備付については、法令等に定めるものによるものとする。 

 

(報告書の作成) 

第9条 JUIDA から求めがあった場合には、JUIDA が定める期限までに JUIDA が要

求する報告書の作成および提出を行うこと。 

 

(講師に対する指導) 

第10条 講師に対しては研修については国が定めるところにより、JUIDA が提供する

講座を受講させられること。 

 

 

第 3 章 更新条件 

 

 

(更新条件) 

第11条 本利用条件並びに国が定めるところの登録更新講習機関としての義務等への

適合性について、登録講習機関等監査実施団体による監査が遅滞なく受けら

れること。また、登録講習機関等監査実施団体からの指摘事項に対しては誠

実に対応し、改善がなされていること。 

 

 

第 4 章 雑則 

 

(条件の改廃) 

第12条 この利用条件の改廃は、JUIDA 理事会が行う。 



 

(委任) 

第13条 この利用条件に定めるもののほか、必要な事項は JUIDA 理事会で決定するも

のとする。 

 

 

(附則) 

本利用条件は、令和 7 年 7 月 1 日より施行する。 



(別添１) 登録更新講習機関への登録に必要な条件 

※１ 別添１で掲げる条件は、国土交通省が定める以下の登録更新講習機関の講習事務

および講習内容を定めた基準等に基づくものである。 

・登録更新講習機関の登録等に関する取扱要領 

・登録更新講習機関の事務手続きに関するガイドライン 

・登録更新講習機関の講習の内容の基準等を定める告示 

※２ 以下に掲げる条件のうち２～１６は、実地講習において回転翼航空機（マルチロ

ーター）を用いる場合の条件下で、シミュレーターを用いて講習を行う場合を除く。 

 

1. 法人の代表者及び役員が過去に航空法又は航空法に基づく命令に違反したこ

とがないこと。違反を犯した経歴がある場合は刑の執行を受けなくなった日

から 2 年経過していること。 

2. 実習空域として使用できる所有または借り受けている飛行場があること。飛

行場をスクールとして保有していない場合、廃校等の地方公共団体が管理す

る施設が利用可能であること。 

3. 実地講習をシミュレーターで行わない場合に使用する空域は以下の条件を満

たしていること。 

＜一等＞縦 13 メートル、横 18 メートル、高度 5 メートルの空域 

＜二等＞縦 8 メートル、横 21 メートル、高度 5 メートルの空域 

4. 実地講習時、操縦者が無人航空機の高度と同じ距離以上離れて目視内飛行す

ることができること。 

5. 実地講習における無人航空機の飛行時、航空法 132 条の 85 第 1 項の立入管理

措置に従い、以下の人員以外は立ち入らないように管理することができるこ

と。 

(1)実地講習時の操縦者  

(2)講師 

(3)(2)を補助する者 

6. 実地講習で使用するプロポは以下の 2 つの基準を満たしていること。 

(1)2 つのスティックが正常に機能すること。 

(2)モード切替が容易にできること。 

7. プロペラを展開させて飛行させる状態とした場合に、対角上のロータープロ

ペラ同士の中心点を結んだ線の長さが、20cm 以上になること。 

8. 実地講習で使用する無人航空機の飛行性能が以下 2 つの基準を満たしている

こと。 

(1)地表から高さ 1.5 メートルの高さにおいて、風速 5m/s でも飛行が可能で

あること。 

(2)実地講習時最低 15 分以上の飛行が可能であること。 



9. 実地講習で使用する無人航空機の制御が以下 3 つの基準を満たしているこ

と。 

(1)姿勢安定機能により無人航空機の姿勢が安定して保たれること 。 

(2)位置安定機能により、無人航空機の水平方向及び垂直方向の位置が安定し

て保たれること。 

(3)位置安定機能による水平方向の位置の安定を、送信機で解除可能であり、

位置安定機能なしに飛行可能であること。 

10. 安全の確保について以下 3 つの基準を満たしていること。 

(1)実地講習時、審査員が操縦者と異なるプロポを用いてオーバーライドする

ことができること。（オーバーライドできない場合は、無人航空機が操縦者そ

の他第三者に危害を加えないように防護対策ができていこと） 

(2)無人航空機メーカーの仕様どおりに無人航空機が適切に整備されているこ

と。 

(3)無人航空機にプロペラガードを装着できること。 

11. （操縦のオーバーライドを行う場合を含め）十分な数の送信機を保持してい

ること。 

(※受講者、講師、実地講習を行う審査員及びこれらを補助する者並びに実地

講習を行う実習空域周辺の安全を確保できる場合は、この限りでない） 

12. 操縦のオーバーライドを行う場合に使用するトレーニングケーブルを十分な

数保持していること。 

(※操縦のオーバーライドを行う場合はトレーニングケーブルを装着して行う

必要がある) 

(※受講者、講師、実地講習を行う審査員及びこれらを補助する者並びに実地

講習を行う実習空域周辺の安全を確保できる場合は、この限りでない） 

13. 必要な量の予備バッテリー又は燃料を保持していること。 

14. バッテリーの充電又は燃料の補給に必要な十分な数のバッテリーチャージャ

ー又は燃料補給機材を保有していること。 

15. 実地講習において用いる無人航空機は、実地講習を行う空域で 15 分以上の飛

行が可能であること。 

16. 以下のものを用意できること。 

① ストップウォッチ・時計等の時間を測定できる機器 

② 風速計 

③ 無人航空機及びプロペラ等の予備部品 

④ 飛行場に電源がない場合、発電機 

⑤ ヘリパッド 

⑥ 安全確保のためのヘルメット、ゴーグル、サングラス等の保護具 

⑦ 無人航空機を飛行させる区間等を明示させることができるパイロン、旗及

びテープ等の備品 



※シミュレーターを使用する場合においてもストップウォッチ・時計等の時

間を測定できる機器は準備が必要である。 

17. シミュレーターを使用する場合は、以下に掲げる装置を有し、実地講習を再

現できるものであること。 

① 天候、再現する実地講習用空域、再現する無人航空機等の情報を電子計

算機に入力するための入力装置 

② 実地講習用無人航空機と組み合わせる送信機に操作感や形状が類似する

送信機 

③ 送信機及び出力装置の制御並びに画像処理その他の必要な処理を行う電

子計算機(訓練のための適切なプログラムを有するものに限る) 

④ シミュレーターによる操縦映像を映すためのディスプレイ 

⑤ 無人航空機から発する音を再現できる音響装置 

18. シミュレーターを使用する場合は、シミュレーターに係る装置に関する以下

の条件を満たすものとする。 

① 再現する無人航空機は、実在する無人航空機と可能な限り類似する性能

であること 

② ディスプレイは以下の条件を満たすこと 

(ⅰ) 奥行きが判別できる大きさであること 

(ⅱ) 無人航空機及び実地講習用空域内の物体を判別可能な解像度で画面

に表示できる 

(ⅲ) 操縦者の視界を模した映像を画面に表示できるものである 

(ⅳ) 無人航空機の位置及び高度がわかること 

(ⅴ) 操縦者の視点を固定できる機能を有する。操縦者の視点から無人航

空機の姿勢が判別できること 

(ⅵ) 講師によるフィードバックが行えるよう、受講者の操縦による飛行

の安定性、無人航空機の位置及び高度に関する情報を画面に表示できる

こと 

19. 講師は 18 歳以上であること。 

20. 講師は過去 2 年間に航空法又は航空法に基づく命令に違反した経歴がなく、

違反を犯した経歴がある場合は刑の執行を受けなくなった日から 2 年経過し

ていること。 

21. 一等を担当する講師は以下の条件を満たしていること。 

一等の技能証明（無人航空機の飛行の方法について限定がされていないもの

に限る。）を有する者であって１年以上無人航空機を飛行させた経験を有す

る。 

22. 二等を担当する講師は以下の条件を満たしていること。 

二等の技能証明（無人航空機の飛行の方法について限定がされていないもの



に限る。）を有する者であって６月以上無人航空機を飛行させた経験を有す

る。 

23. 法人共通認証基盤(gBiz ID プライム)を取得している。取得していない場合

は、法人共通認証基盤(gBiz ID プライム)を取得することができること。 

24. 申請者の定款を用意することができること。 

25. 申請者の組織図を用意することができること。 

26. 申請者の管理者が過去に航空法又は航空法に基づく命令に違反したことがな

い。違反を犯した経歴がある場合は刑の執行を受けなくなった日から 2 年経

過していること。 

27. 財務諸表、事業報告書の作成及び一般への公開ができること。 


